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● 特徴的な事業例 

【最先端教育による高度人材の育成・確保から企業誘致の推進や地場産業の強化を図る事例】 

 

【最先端試験研究機器の導入により地域経済の基盤強化を図る事例】 

 

 

地方公共団体名 岩手県 滝沢市
た き ざ わ し

 分野 しごと創生 事業名 
最先端教育の実施と若者と企業の交流促進による「滝沢人」市場

価値向上プロジェクト 

事業年度 Ｒ１～３ 
事業費 

（Ｒ１） 
18,700千円 

事業費 

（全体） 
84,800千円 

寄附見込額

（Ｒ１） 
9,000千円 

寄附見込額

（全体） 
同左 

事業概要 

 高いスキルと滝沢に対する強い愛着をあわせ持つ「滝沢人」の世界での活躍やネットワーク化により、更なる企業誘致

の推進や地場産業の強化を図るため、学生がプログラミング、ＡＩ、経営学等の最先端教育を学ぶ場や首都圏企業と地場

企業・若者の交流の場を構築する事業、滝沢市の文化や人の営みを学ぶ機会を創出する事業をそれぞれ実施する。 

※地方創生関係交付金との併用事例 

主なＫＰＩ 

（成果目標）   
滝沢ふるさと会員による購買等活動 申請時：０千円 → Ｒ１：500千円 

主な寄附予定者 

（申請時点） 
情報通信業 ９社 

地方公共団体名 群馬県 分野 しごと創生 事業名 先端ものづくり産業等支援強化計画 

事業年度 Ｈ29～Ｒ３ 
事業費 

（Ｒ１） 
135,213千円 

事業費 

（全体） 
670,189千円 

寄附見込額

（Ｒ１） 
2,000千円 

寄附見込額

（全体） 
同左 

事業概要 

 地域経済の基盤強化を図るため、航空・宇宙産業、医療・ヘルスケア産業、次世代自動車産業等の輸送機器関連産業の

先端技術分野に欠かすことのできない「Ｘ線ＣＴ装置」による支援体制を確立したところであるが、更なる中小企業等の

成長分野進出を推し進めるため、「高機能電子線マイクロアナライザー」を整備し高付加価値・高品質機能性素材製品開

発を支援するとともに、高度人材を育成する事業を実施する。 

※地方創生関係交付金との併用事例 

主なＫＰＩ 

（成果目標）   

先端ものづくり産業等における雇用創出数 申請時：100人 → Ｒ１：150人 

高機能電子線マイクロアナライザーの導入による経済効果 申請時：０億円 → Ｒ１：３億円 

主な寄附予定者 

（申請時点） 
製造業５社 
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【地域資源を積極的に利活用することでまちづくりを行う事例】 

 

【民との連携により継続的なイノベーション創出を図る事例】 

 

地方公共団体名 神奈川県南足柄市
みなみあしがらし

 分野 しごと創生 事業名 
都市部の副（複）業人材を活用した林業６次産業化による循環型

地域づくり事業計画 

事業年度 Ｒ１～５ 
事業費 

（Ｒ１） 
13,000千円 

事業費 

（全体） 
181,000千円 

寄附見込額

（Ｒ１） 
2,000千円 

寄附見込額

（全体） 
同左 

事業概要 

 南足柄市のセールスポイントである森林資源の有効活用による林業の担い手不足解消や関係人口拡大を図るため、林

業の６次産業化を担う地域商社による商品開発・販売・地域材を活用した空間づくり等のプロデュース事業、都市圏等の

近接性を活かし、副（複）業人材を確保するためのワークショップ等を展開する事業をそれぞれ実施する。 

※地方創生関係交付金との併用事例 

主な寄附予定者 

（申請時点） 
パナック工業株式会社 

地方公共団体名 
岡山県 

吉備
き び

中央町
ちゅうおうちょう

 
分野 しごと創生 事業名 持続的なイノベーション創出を実現するまちづくり事業 

事業年度 Ｒ１～３ 
事業費 

（Ｒ１） 
20,000千円 

事業費 

（全体） 
70,000千円 

寄附見込額

（Ｒ１） 
1,000千円 

寄附見込額

（全体） 
同左 

事業概要 

 町民や移住・定住者に訴求できるような新産業を継続的に創出するため、地域の民間事業者、岡山県や国等の行政機

関、地元銀行等と連携し、国際的かつ分野横断的なオープンイノベーション環境や国際的でクリエイティブな人材が育つ

環境をそれぞれ整備し、「吉備高原都市イノベーションヒルズ」を創設する事業を実施する。施設創設後は、企業や起業

者からの利用料及び外部組織等による出資等を収入として運営を行い、民による自走を目指す。 

※地方創生関係交付金との併用事例 

主なＫＰＩ 

（成果目標）   

新規プロジェクト事業数 申請時：０個 → Ｒ１：５個 

オープンイノベーション関連イベントによる参加者数 申請時：０人 → Ｒ１：５人 


